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Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

ＩＣＴを活用した生活資源対策の推進

「海のブロードバンド」に
よる海底資源調査の
高度化・効率化

ひずみセンサー

海底探査機の4kカメラ映像、ソナー
データ等を陸上拠点へリアルタイム送信

老朽化の検知

構造物の
異常データを
収集・解析

衛星通信ネットワークワイヤレスネットワーク ブロードバンドネットワーク

センサーネットワーク （Ｍ２Ｍプラットフォーム）
ネットワーク基盤

エネルギーハーベスティング

センサー等を活用した
適切な生産マネジメント

生産者と連携した
バリューチェーンの構築

トレーサビリティ等による
食の信頼性の確保

アプリケーション共通基盤
ビッグデータ処理

共通ＩＤセキュリティ クラウド認証・課金

オープンデータ連携基盤 データ形式の共通化データ利用方法の共通化
Ｇ空間情報流通連携基盤の
構築 （Ｇ空間×ICT推進会議等）

ＩＣＴを活用した総合的
管理システム に よる
水利用の最適化

ＩＣＴを活用した農業の
生産性向上・高付加価
値化の実現

ＩＣＴを活用した社会イン
フラの効率的な維持管
理の実現

短
期

中
長
期

短
期

中
長
期

短
期

中
長
期

短
期

中
長
期

次世代超高速ブロード
バンド通信衛星による
最適な調査環境の実現
【研究開発（実証）】

通信衛星（きずな）を活用
した海のブロードバンド
環境の実現
【実証（研究開発）】

水利用をネットワーク化
した水版スマートグリッド
の実現
【研究開発（実証）】

ＩＣＴを活用した高度な
漏水検知システムの
展開【実証】

生産／流通／消費まで一
貫したバリューチェーンの
構築による高付加価値化
【研究開発（実証）】

農業の生産性向上に
向けたＩＣＴによる知識
産業化【実証】

センサーを活用した遠隔
監視による予防保全的
な維持管理システムの
実現【研究開発（実証）】

センサーネットワーク
（Ｍ２Ｍプラットフォーム）
技術の確立【研究開発】

プラットフォームの共通化
（ICT街づくり推進会議）

海外展開

重点プロジェクトの
成果等を積極的に
海外にも展開

ＩＣＴを活用した高度な
漏水検知システムの
海外展開【実証】

ビッグデータ リアルタイム解析

水質
監視・維持

漏水検知・
防止

システム・
制御の効率化

需給予測

汚染源
特定

機器診断・
負荷軽減

供給量
制御

天候予測・
配水最適化

水道インフラ

※文部科学省（ＪＡＭＳＴＥＣ）と連携 ※地方自治体と連携 ※農林水産省と連携 ※国土交通省と連携

※地方自治体と連携

地域の元気
創造本部と連携

「暮らし」に不可欠な
“資源“の

安定的・効率的確
保

課題

ＩＣＴ
による
貢献

「便利で安心な暮らし」を創る！

世界最高水準の効率性による
持続可能な社会の実現！

Mission－使命

Ⅰ．生活資源対策のＩＣＴによる徹底した高度化・効率化

Ⅱ．積極的なグローバル展開による国際競争力の強化

Ⅲ．社会・暮らしを支えるＩＣＴ共通基盤の強靱化

Vision －目標

取組の

方向性

◆重点プロジェクトの推進
◇重点分野（鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ、水、食糧、社会ｲﾝﾌﾗ）
◇［短期］ 実証プロジェクト（メリットの可視化）
［中長期］研究開発（ブレイクスルーの実現）

◆ＩＣＴ共通基盤の強靱化

【経済効果】 2025年までに累計で国内で約２０兆円の経済効果（２．４兆円以上の市場創出、17兆円以上の社会コスト削減）

鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ 水 農業（食糧） 社会インフラ

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管
理の実現【実証】



 約300兆円の資源が存在すると推定されている日本近海の調査を効率化するため、人工衛星を活用して洋上のブ
ロードバンド環境を構築（短期的には10Mbps、将来的には100Mbpsを目指す）

◇潜航調査中の無人探査機と調査船（母船）、陸上の調査拠点を結んだリアルタイム通信により、迅速かつ高度
なデータ分析を可能とし、調査計画を大幅に高度化・効率化

◇複数の無人探査機と母船をネットワーク化し、同時制御・運用を可能とし、広域での効率的な調査を実現

【鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ資源】「海のブロードバンド」による海底資源調査の高度化・効率化

 世界のエネルギー需要は２０１０年から２０３５年の２５年間で約１．４倍に増加
（主な化石燃料の可採年数 ： 石油約５４年、天然ガス約６４年、石炭約１１２年）

 多くの鉱物需要は２０５０年には可採埋蔵量を超過（亜鉛、スズ、鉛等は２０３０年までに可採埋蔵量を消費）

鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ
資源の課題

ＩＣＴによる
貢献方策

 洋上はデジタルデバイド状態
（現状はインマルサットの
250Kbps、通信費も高額（約
十万円／時）で実用範囲にな
く、実験段階の高速通信も陸
上で大型アンテナを用いる等
の特定条件下のみ。）。

 大規模な観測データの分析や、
多数の知見者とのデータ共有
は陸に持ち帰る必要があるた
め、最長２年後の次期航海ま
で調査計画への反映ができず、
一度の航海で数百万～数千万
円程度の経費がかかる調査船
を効率的に運用できない。

 深海調査において無人探査機
を遠隔操作するための通信環
境が無く、母船から監視や操
作を直接実施する必要があり、
広範囲の効率的な調査が困難。

【現在の状況】
無人探査機の高精細映像や
ソナーデータを陸上拠点にリ
アルタイム送信

洋上中継機と衛星を
介して無人探査機と
母船・陸上拠点間をリ
アルタイム通信

長
期

次世代超高速ブロードバンド
通信衛星による最適な調査
環境の実現 【研究開発】

通信衛星（きずな）を活用した
海のブロードバンド環境の実現
【実証・研究開発】

短期的に実現が期待される10Mbpsを
達成するため、

・波による揺れ等、洋上環境に対応し
た高速通信が可能な地球局の開発
・船上における運用や無人の洋上中
継機への搭載を想定した、地球局の
省電力・小型・メンテナンスフリー化

等の研究開発を推進

短
期

長期的に実現が期待される100Mbps
を実現するため、

・次世代超高速通信衛星の開発
・高性能アンテナ等の研究開発

等の取組を推進

※文部科学省（JAMSTEC）と連携

※文部科学省（JAMSTEC）と連携
出典：（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）資料より



 ＩＣＴを活用して正確な状態を把握し、効果的・効率的な維持管理の実現に貢献

◇車両のプローブ情報に基づき、低コストで効率的に道路の路面状態を把握し、効率的な道路管理の実現に貢献
◇社会インフラにセンサーを設置して常時遠隔監視することにより適時適切な対応を可能とし、効果的・効率的な維

持管理やインフラの長寿命化を実現

ＩＣＴによる
貢献方策

 道路等の社会インフラは
今後大規模な更新時期を
迎え、老朽化対策が課題。

 中央道笹子トンネル事故
を受け、安全性に対する
国民の不安が高まる。

 従来は、熟練職員による
打音・聴音検査によって
異常を検知。高齢化進展
により後継者不足も課題。

 このような課題を受けて、
新たな技術の導入による
効率的な維持管理の実現
が求められている。

社会資本整備審議会・社会資本メンテナンス
戦略小委員会「今後の社会資本の維持管理・
更新のあり方について中間とりまとめ」（抜粋）

特に我が国の成長分野として期待されている
ICT 技術については特に重点的に取り組むこ
とにより、維持管理・更新の水準の向上を推進
するとともに、世界最高水準のIT社会の実現
に寄与する。

【現在の状況】

短
期

中
長
期

センサー等を活用した遠隔
監視による予防保全的な
維持管理システムの実現
【研究開発（実証）】

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管
理の実現 【実証】

センサー等を活用した遠隔監視に
よる効果的な維持管理を実現する
ため、Ｍ２Ｍセンサーセットワーク
技術や超省電力小型センサー技
術（エネルギーハーベスティング）
等の研究開発を推進

車両に搭載した画像・振動センサー
等の情報を集約し、道路管理者の
実施する分析によって路面状態を
正確に把握することにより、効率的
な道路管理の実現に貢献

【社会インフラ資源】 ＩＣＴを活用した社会インフラの効率的な維持管理の実現

 高度成長期に集中して整備された道路等の社会インフラが既に建設から30～50年を経過し、今後急速に老朽化
 20年後には、建造後50年超の橋梁が約7割、トンネルが約5割に増加

社会インフラ
の課題

※国土交通省と連携

ダム・河川の維持管理

道路管理

変位計

加速度計

傾斜計

ひずみ計

橋梁の異常監
視

プローブ情報

トンネルの
異常監視

短期



Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

農
業
の
生
産
性
向
上
・

高
付
加
価
値
化
の
実
現

「
海
の
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
」

に
よ
る
海
底
資
源
調
査
の

高
度
化
・
効
率
化

重点プロジェクトの推進ロードマップ

水

農
業(

食
糧)

短
期

中
長
期

水利用をネットワーク化
した水版スマートグリッド
の実現

ＩＣＴを活用した高度な
漏水検知システムの
構築

短
期

中
長
期

生産から流通、消費まで
一貫したバリューチェー
ンの構築による高付加
価値化

農業の生産性向上に
向けたＩＣＴによる
知識産業化

2020年頃

短
期

中
長
期

通信衛星（きずな）を活用
した海のブロードバンド
環境の実現

次世代超高速ブロード
バンド通信衛星による
最適な調査環境の実現

2014年頃 2017年頃

地方自治体と協力して漏水検知

システムの実証 【2016年頃まで】

最適なインフラ制御を実現する水版

スマートグリッドの実証 【2020年頃まで】

流通経路最適化や生産と消費のマッチ

ング等の技術開発 【2016年頃まで】

流通経路最適化システム、生産と
消費のマッチングシステム等のプロ
トタイプによる実証 【2018年頃ま
で】

生産／流通／消費まで一貫した
バリューチェーンを実現する総合的
管理システムの実証 【2020年頃まで】

海洋調査船上での10Mbps級高速衛星通信技術の研究
開発【2017年頃まで】

詳細設計検討
【2014年頃】

洋上中継機用地球局に関する研究開発
【2018年頃まで】

成果反映

成果反映

成果反映

配水最適化システム、水需給予測
システム等のプロトタイプによる実証
【2018年頃まで】

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

総
合
的
管
理
シ
ス
テ
ム
に

よ
る
水
利
用
の
最
適
化

ビッグデータ解析による予知予測

技術の研究開発 【2016年頃まで】

洋上における100Mbps級の超高速衛星通信を実現する技術の研究開発
【2020年頃までに基礎技術を確立】

鉱
物
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

作物生産のノウハウや生産物情報の共有システムの実証
【2017年頃まで】 成果反映

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

社
会
イ
ン
フ
ラ
の
効
率

的
な
維
持
管
理
の
実

現

社
会
イ
ン
フ
ラ

短
期

中
長
期

センサー等を活用した遠
隔監視による予防保全
的な維持管理システム
の実現

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管
理の実現

通信方式・データ収集・解析方法及び
エネルギーハーベスティング技術の
研究開発【2016年頃まで】

多数のセンサーを用いた社会インフラ
の維持管理システムの開発・実証
【2018年頃まで】

様々な社会インフラの効率的な維持
管理や他分野へのデータ利活用を支
援するシステムの実証【2020年頃まで】

プローブ情報の活用による効率的な道路管理システム
の実証【2017年頃まで】 成果反映
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eGov（電子行政）の動向

Osamu Sudoh 2013



City of San Francisco 
Cloud Computing 

Strategy

ウオルトン SFCCIO



Open Data Cloud Initiative

• Launch of 
DataSF.org in 
Aug 2009

• Nearly 200 
datasets 
published and 
60 applications 
developed

• Open Source 
based

ウオルトン SFCCIO

14



Community Collaboration
ウオルトン SFCCIO

15



Example Applications
ウオルトン SFCCIO

16



(source) https://www.borger.dk/

ワンストップ&お知らせ型のサービス提供（デンマーク）

17



ペルソナを用いた市民ポータルの設計開発
（デンマーク）

○名前：ヘレ
○年齢：42歳
○家族：16歳の息子マーチンと9歳の娘マーチアス。
最近、夫トルベンと離婚してシングルマザーに。
○ペット：犬1匹
○住まい：ヴァイレ、2階建ての戸建て
○職業：ヴァイレ病院の看護師
○状況：仕事と育児でとても忙しい。離婚した
ばかりなので、精神的にまいっている。

○名前：ペーテル
○年齢：33歳
○家族：妻アンネと11カ月の娘アルバ
○住まい：コペンハーゲン、マンション
○職業：製薬会社のコミュニケーション部門
○状況：妻は育休中なので家計が厳しい。仕事で忙しいが
娘が寝る前には帰りたい。

政府ポータルで、彼らをどのように支援できるか？

（資料）デンマークITテレコム庁 18



社会保障と税における番号制度
（通称：「マイナンバー」）

Osamu Sudoh 2013



番号制度導入の意義

番号制度は、複数の機関に存在する個人情
報を同一人の情報であるということの確認を
行うための基盤であり、社会保障・税制度の
効率性・透明性を高め、公平・公正な社会を
実現するための社会基盤である。

➡社会保障・税・防災分野で番号制度を導入

20



自民党政権による修正

理念の追加（第3条第2項）

• 施策の推進は、他の行政分野及び行政分野以
外の国民の利便性向上に資する分野における
利用の可能性を考慮して行わなければならな
い。

地方の責務（第5条）

• 国との連携を図りながら、自主的かつ主体的に
、その地域の特性に応じた施策を実施する。

21



個人番号カード

• 行政事務の処理における本人確認の簡易な
手段として活用する。（第3条）

• 行政事務以外の事務処理において個人番号
カードの活用が図られるようにする。（第3条）

• 市町村の機関、その他政令で定めるものは、
条例で定めるところにより、一定の事項を個
人番号カードのカード記載事項が記録された
部分と区分された部分に電磁的方法により記
録して利用することができる。（第18条）

22



マイ・ポータル

紐付

あ

符号Ａ
紐付

符号Ｂ

個人

利用番号Ａ 属性情報

紐付

情報保有機関A

情報保有機関B

ｱｸｾｽ記録

霞が関ＷＡＮ

ＬＧＷＡＮ等

自己情報
表示機能

プッシュ型
サービス

ワンストップ
サービス

アクセス記録
表示機能

インターネット

特定個人情報
保護委員会

情報提供ネット
ワークシステム

及び
各機関

に対する
監視・監査など

４情報 個人番号

公的個人
認証

サービス

地方公共団体情報システム機構
（地方共同法人）

住基ネット

個人番号生成

個人番号

番号制度のイメージ

住民基本台帳法に基づき
情報提供

情報提供
ネットワーク

システム

【住民票】
・氏名 ・住所
・生年月日 ・性別

等

利用番号Ｃ 属性情報 ４情報 個人番号

利用番号Ｂ 属性情報 ４情報

符号Ｃ

都道府県・市町村 ※約1,800団体

符号同士を
紐付ける
仕組み

全国の都道府県・市町村
をネットワーク化

住民票コード

市町村が
個人番号
を付番

住民票コード

個人番号
市町村の住民基本台帳

個人番号

４情報

市町村が
個人番号カード

を交付

重
複
調
整

連動

電
子
証
明
書
の

失
効
情
報
提
供

個人番号

※ 上記の機関のほか、共済組合、健康保険
組合なども対象。

出所：総務省資料（2012年4月）
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情報連携

 情報連携の範囲

• 準備中の番号法または番号法の政省令において、事務の範囲、個人情報
の種類、情報提供元、提供先を規定する。

• ただし、大震災への対応等、特別の理由がある場合には、第三者機関の
許可により、例外的な情報連携を可能とする。

 アクセス記録の確認

• 番号に係る個人情報のやり取りに関するアクセス記録の一定期間保存し、
マイポータルで確認。
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情報提供ネットワークシステムの利用促進

• 社会保障制度、税制、災害対策その他の行
政分野において利用。

• 行政機関等が行う特定個人情報以外の授受
に情報提供ネットワークシステムの用途を拡
大する可能性を考慮しなければならい。（第3
条第4項）
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マイ・ポータル

 アクセス記録表示
• 自己情報にいつ、誰が、なぜアクセスしたかを確認する機能

 自己情報表示
• 行政機関などが持っている自己情報について確認する機能

 ワンストップサービス
• 行政機関などへの手続きを一度で済ませる機能

 プッシュ型サービス
• 一人ひとりに合った行政機関などからのお知らせを表示する機能

26



第三者機関

 特定個人情報保護委員会（いわゆる三条委員会）

• 個人番号その他の特定個人情報の取り扱いに利用される情報提供ネット
ワークシステムその他の情報システムの構築及び維持管理に関し、安全
性及び信頼性を確保するように、関係する行政機関の長に対して、必要な
措置を実施するよう求めることができる。（第54条第1項）

• 特定個人情報の取り扱いの監視又は監督（説明要求、立ち入り検査、助言
、指導、勧告、命令）

• 特定個人情報保護評価の実施

• 内閣総理大臣に対する意見具申

• 委員長及び委員は、内閣総理大臣が、両院の同意を得て任命

• 政府から独立した職権を行使

27



第三者機関の設置

28

 諸外国では、行政から独立した、国民の個人情報保護を
任務とする「第三者機関」を設置し、行政の透明化も推
進することが行われている。
– EU加盟国には、個人データ保護指令（個人データ処理に係る個
人の保護及び当該データの自由な移動に関する欧州議会及び
理事会の指令）第28条に基づき、個人データの処理に対しての
個人の保護に関する、行政から独立した監視機関が存在する。

例）デンマークのデータ保護庁の例
– 個人情報保護に関する法律を所管し、行政機関や民間企業の
個人情報の取り扱いを監督する立場にある。

– 行政機関や民間企業を直接訪問し、実態調査や監督指導等を
行う権限を有し、国民からの苦情処理や被害救済機能を担う。

– 予算上は法務省管轄の組織だが、実質的には独立した組織。
大臣がデータ保護庁の業務に指示を出すことはできない。

わたしたち生活者のための共通番号推進協議会



今後の検討事項

法施行後3年を目途として、個人番号の利用範囲の拡大、特

定個人情報の提供範囲の拡大、情報提供ネットワークシステ
ムの用途拡大について検討を加える。（附則第6条第1項）

法施行後1年を目途として、特定個人情報保護委員会の権限
拡大等について検討を加える。（附則第6条第2項、第3項）

新たな認証技術の導入を検討する。（附則第6条第4項）

マイポータルの設置、活用について必要な措置を講ずる。（附
則第6条第5項、第6項）

政府は、複数の地方公共団体の情報システムの共同化、集
約の推進等について協力する。（附則第6条第7項）
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国民年金・厚生年金の給付 ～ Before （現行） ～

企業
（勤務先・転職先）

個別
業務

地方公共団体

個別
業務

個別
業務

社会保険事務所

個別
業務

健保組合【企業】

個別
業務

税務署

個別
業務

個別
業務

公共職業安定所

年金手帳
ほか

納税額通知書

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

□ □ 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

住 民 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

年 金 証 書

年金証書記号番号

受給権者の氏名

年金の種類

国家公務員共済組合法により上記の年金を制定したことを証します。

平成△△年□□月○○日

受給権者の生年月日 昭和○○年△△月□□日

○○○○共済組合

代表者 鈴木一郎
○
○
○

共
済
組

合
の
印

○○○○共済組合

47 479 123456

○○○○共済年金

キョウサイタロウ

受給権発生年月 平成△△年□□月

納税額通知書

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

□ □ 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

住 民 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印
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国民年金・厚生年金の給付 ～ After （次世代） ～

企業
（勤務先・転職先）

個別
業務

地方公共団体

個別
業務

個別
業務

年金機構

個別
業務

健保組合【企業】

個別
業務

税務署

個別
業務

個別
業務

公共職業安定所

データ連係機能

マイナンバー

年金手帳機能
カード

<?xml version=“1.0”>
<xsd:schema …>

<xsd:annotation>
<xsd:documentation/>
</xsd:annotation>

・・・
</xsd:schema>

<xml>
<type>RDB</type>

<item>
<name>id<name>
<source>

<table>TableA<table>
<column>ID<column>

</source>
</item>
<item>

<name>address<name>
<source>

<table>TableA<table>
<column>市町村名<column>

</source>
</item>
・・・

</xml>

<?xml version=“1.0”>
<xsd:schema …>

<xsd:annotation>
<xsd:documentation/>
</xsd:annotation>

・・・
</xsd:schema>

<?xml version=“1.0”>
<xsd:schema …>

<xsd:annotation>
<xsd:documentation/>
</xsd:annotation>

・・・
</xsd:schema>

納税額通知書

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

□ □ 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

住 民 票

世帯主続柄

千代田区神田神保町

中央区銀座3丁目1-4

本籍

住所

東京都中央区

東
京
都

中
央
区

長
の
印

年 金 証 書

年金証書記号番号

受給権者の氏名

年金の種類

国家公務員共済組合法により上記の年金を制定したことを証します。

平成△△年□□月○○日

受給権者の生年月日 昭和○○年△△月□□日

○○○○共済組合

代表者 鈴木一郎
○
○
○

共
済
組

合
の
印

○○○○共済組合

47 479 123456

○○○○共済年金

キョウサイタロウ

受給権発生年月 平成△△年□□月
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出所：総務省資料
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わたしたち生活者のための
共通番号推進協議会

Osamu Sudoh 2013



クラウドと「番号」の利用
災害対応のためのバーチャル自治体の実現

住民は全国どこでも自由な場所で暮らすことができる。

どこにいてもつながる安心感。

共通番号カード

1028 3886 4126

共通番号を使い、何時でもどこからでも
ネット上のバーチャル自治体とつながる

主要都市に
窓口設置や
訪問説明で
弱者にも対応

住んでいる場所から
社会保障サービスを
受けるという固定概念を突破し・・・

わたしたち生活者のための共通番号推進協議会
34



コスト削減効果は、年間１兆１，５００億円

• 社会保障や税に係る事務の効率化など、行政分野
の経済効果・・年間約３，０００億円

• 医療機関の事務の効率化など、準公的分野の経済
効果・・・・・年間約６，０００億円

• 企業内の事務の効率化など、民間分野の経済効果
・・・・・・・年間約２，５００億円

コスト削減効果試算

わたしたち生活者のための共通番号推進協議会
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Dr. Rita Colwell (全米科学財団元長官)
• Across the science and 

engineering enterprise, boundaries 
are increasingly difficult to 
distinguish between and among 
disciplines, especially information 
technology, nanotechnology, and 
many areas embracing 
biocomplexity, the complexity of life 
itself.

• But it is true also for the social 
sciences in this new era of “ Big 
Data”, when computational 
capacity reaches beyond 
imagination. 

25 2013 4 12東京大学平成 年度大学院入学式（武道館、 年 月 日）祝辞より



The 4th Paradigm of Science

Data-Intensive Science

Dr. Jim Gray37



考えなければならない社会的課題

 社会的課題への対応（新たなガバナンス、
保健・医療改革、地球環境問題、経済成長戦
略など）

 ICTとサービスの融合

 CPS（Cyber-Physical Services）
 Data-Intensive Science
(The 4th Paradigm of Science)

38



最先端研究開発支援プログラム

「最高速データベースエンジンの開発と当該エンジンを核とする戦略的社会
サービスの実証・評価」（中心研究者：喜連川優）－－須藤修は分担研究者
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戦略的社会サービス

• 医療

• 政府/経済

• 食糧（農業）

– 交通

従来比38％の速度での増産が必須
Tester M etc       Science 2010

米NSF  CPS(Cyber Physical System) 
PI meeting  Aug. 2011

Big Data: Next Frontier for innovation,
competition and productivity May 2011
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２０２０年の鳥取県経済
２０２０年の新産業連関表による
鳥取県経済再生成長戦略の評価

東京大学

独立行政法人産業技術総合研究所

鳥取県

国立情報学研究所

2013年暫定結果（現在最終案策定中）
41



鳥取２０２０新産業連関表
プロジェクトメンバー

• 代表 須藤修（東京大学大学院情報学環教授）

• 鳥取県商工労働部（山本晃裕、足立浩司、米
田康孝）

• 産業技術総合研究所津田研究グループ

（津田宏治、森岡涼子）

• 東京大学大学院情報学環須藤研究室（須藤修、
本村裕美子、村舘靖之）
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鳥取県経済再生成長戦略（平成２５年４月改定）

※経済成長戦略未策定のケース

2010 2013 2020

実績値165億円

経済成長戦略＋再生戦略
（製造業の下振れリスク含む）

経済成長戦略の改定
による押し上げ効果

新 経済成長戦略目標値
目標：GDP700億円、新規雇用7,000人

（目標値は、当初の経済成長戦略と同じ）

実質GDP

年
2006 2008

2兆1,897億円

2002

1兆9,884億円2兆0,001億円

経済成長戦略
実施効果 大企業再編の影響

によるＧＤＰ減少

＋

新経済成長戦略

経済成長戦略の改訂

再生戦略の融合

① 「主要製造業の再生戦略」
（主に大企業）

② 「基盤産業再生戦略」（中小企業）

① 「医療イノベーション
（医療機器、創薬）戦略」の追加

② 「サービスイノベーション戦略」の追加
③ 「ＡＳＥＡＮ戦略」の追加

４年連続の
マイナス成長

注）潜在成長率は、社団法人日本経済研究センター「都道府県別中期経済予測」

既存の経済成長戦略

＋

大企業再編等の影響により低下していると予想

※リーマンショック前 → ０．６９％
（07-20年の年平均）

潜在成長率

年度
成長率
(対前年
増減率)

2007 ▲１．４

2008 ▲３．１

2009 ▲３．１

2010 ▲１．９

43
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センサーネット予防医療

Osamu Sudoh 2010

Future Medical Care
Consumer-centric Medical Care

• 須藤 修（東京大学教授、研究代表）
• 中島直樹（九州大学准教授）
• 井上創造（九州工業大学准教授）



「情報薬」について（APEC2009で発表）

旧来の薬（錠剤など） 情報薬

適正な量の投与 適正な情報の投与

血中濃度を介して効果 意識変容と日々の生活習慣を介して効果

効果を測定する方法がある

効果が安定している

ITによって効果が測定できるようになった

効果にはまだばらつきが見られる

副作用がある 副作用がある（過剰なダイエットや運動）

Information can be medicine!
情報は人を健康にする（薬になる）！
もし適正な情報を適切なタイミングで与えることができれば

※「情報薬」コンセプトは、札幌医大・辰巳治之教授が提唱



Evidence-based Medical Care
using Sensor Network

センサーネットワークを用いて、

• A:日常的な生活の中で生体データを取得し、

• B：医学的データと関係付け、糖尿病患者の
状態を正確に把握し、

• One-to-One Medical Care（Consumer-
centric Medical Care）を実現し、医療の質を
高め、医療過誤を防ぎたい。



センサー機器を用いた生活習慣病への保健指導

１００名の被験者による3軸加速度センサーデータ：

1日目（24時間） ２日目（24時間） ３日目（24時間） ４日目（24時間）

被
験
者
行動判別のアルゴリズムを開発

走る

歩く
立つ

座る
寝る

●これまでに，歩く，走る，たつ，座る，寝るといった基本動作の判別が可能となった．

→このレベルでも，現場に適用すればコスト削減と正確化が可能．

→運動強度を計算し1週間の目標運動活動量※1を達成するための基本ツールとなる．

●アルゴリズムの改良とセンサーの多様化による判別の詳細化に取り組んだ．

→リアルタイムコメントへ

・エクササイズガイド2006の約50分類※1を目指す

※1：厚生労働省エクササイズガイド2006



3軸加速度センサーで得られたデータと特徴

量からフーリエ変換と決定木を用いた行動推
定アルゴリズムを開発した。

実験データから機械学習した結果、67.39％
ー93.72％の正答率を示した。

おおよその行動推定からおおよその消費カロ
リーを推計することができる。

現時点では、健康管理データとしては活用で
きるが、医学的に信頼できるデータとはいえな
い。
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スマートな行動センシング

ALKANNET
(九工大井上創造研究室、東大須藤修研究室)

・人間の行動を高精度に判別し，有用な知識を得る。

・携帯情報端末を用いた行動情報収集システムの開発と実験

・ドメイン特化型行動センシング開発言語の設計と実装

・約250人の被験者

・２か月で１００００以上のデータを取得



ウエアラブルセンサーとメッシュネットワークによって得る行動識別や身体情報に
よって、タイムリーに安全な保健指導を行う

そうそう、インスリン
打ち忘れていた。
すぐに打とう！

運動不足だし、一駅
手前で降りて歩こ
う！！

ちょっと早すぎたか。

効果的なウォーキ
ングのため、少し

ペースダウンしよう。

食事が楽しくて薬のこと
を忘れてた。

忘れないうちに、飲んで
おこう。

食事中に・・・

電車の中で・・・ 血糖測定時に・・・

歩いている時に・・・

電車に乗りましたね。
一駅前に降りて歩
きませんか。

血糖が高めです。
インスリンは打ち忘
れていませんか

お食事ですね。
食前のお薬は
飲みましたか。

心拍数が上
がってます。も
う少しゆっくり
歩いてください。

情報大航海プロジェクトと連携

１次指導
（携帯端末内で処理可能）

２次指導
（データセンター通信が必要）




